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日立システムズグループ

［トップメッセージ］



日立グループとともに、
時代が求める社会イノベーションを追求
国連の発表によると、わずか十数年で地球上の人口は現在の77
億人から約85億人に、さらに2050年には100億人に達すると予測
されています。また、急速な都市化も進み、現在都市部に暮らす人が
55％なのに対し、2050年には68％に達すると予測されており、
社会基盤となるインフラや公共サービスの整備が追いつかなくなる
と言われています。2030年にはエネルギー需要が50%、取水量は
40%、食糧が35%増加すると予測されており、環境負荷の増大や
資源不足の深刻化が懸念されます。一方、日本など一部の国では、
急速な高齢化によって労働力人口の割合が減少していくと推定さ
れています。
こうした予測を受けて、日本政府は「Society5.0」̶ ̶IoTです
べての人とモノがつながり、多様な知識や情報が共有され、AIに
よって必要な情報が必要なときに提供される社会の実現を提唱し
ています。これは、例えばロボットや自動走行車の活用などを通じて
社会イノベーションを起こし、少子高齢化や地方の過疎化、貧富の格
差などの課題を克服しながら、希望の持てる社会、一人ひとりが快
適で活躍できる社会を実現していくことをめざすものです。
そして、2020年は新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が
拡大し、世界中の社会や生活に劇的な変化をもたらしました。「リ
モート」「非接触」「自動化」などが急速に加速し、感染拡大防止と
その予防のために世界中が「ニューノーマル（新常態）」にシフトしつ
つあります。日立グループも、時代が求めるイノベーションを実現す
るために、デジタル空間とリアル空間を連携させた社会イノベーショ
ン事業を世界中のパートナーとともに拡大しています。5つの事業領
域「モビリティ」「ライフ」「インダストリー」「エネルギー」「IT」を通
じて、社会の課題を解決し、社会価値、環境価値、経済価値の3つの
価値を同時に引き上げ、人々のQuality of Lifeの向上とお客さま
の価値向上を図っています。

サステナビリティ経営の実践に向けて
「事業の社会・環境価値」を定量化
こうした日立グループ全体の動きも踏まえて、私たち日立システ
ムズは、本格的にサステナビリティ経営を実践するための体制を整
備するとともに、「事業の社会・環境価値の定量化」に取り組み、目
標数値を設定しました。この目標達成に向けて掲げた施策を実行し
ていくことで人々のQOLの向上や顧客企業の価値の向上にもつな
がっていきます。
また、2019年4月に策定した中期経営計画にもとづき、ニュー

ノーマルを捉えた「デジタライゼーションサービス」のさらなる拡大、
それを推進するための「経営基盤の強化」に取り組んでいます。
デジタライゼーションは、お客さまに事業変革をもたらし成長ドラ

イバーとなるものです。そのためにも、これまで以上にお客さまの現
場に密着し業務を深く理解しながら、最新のデジタル技術を駆使し
て課題解決に導く取り組みを進めます。IoTやエッジコンピューティ
ング、AIを活用し、現場のリアルな情報をサイバー空間へ集めて分
析・解析し、人や人を支えるロボットへ反映することで、さまざまな
お客さまの生産性の効率化に貢献します。また、マルチクラウド環境
に対応したシステム、デジタル技術によりBCP対策を強化したコン
タクトセンターサービスの提供などを通じて、環境に配慮し、パンデ
ミックや災害発生時にも、お客さまに安心して事業を継続いただく
ための取り組みを推進します。
そして、幅広い事業活動を展開している日立グループとともにお
客さま・パートナー企業との価値協創（Co-Creation）に取り組
み、製造・流通をはじめ、電力、交通など幅広い分野でユースケース
を積み上げています。また、こうした取り組みは、海外においても進
めてまいります。

「社会価値を創造できる人財」
「社会課題解決に貢献できる人財」を育成
「経営基盤の強化」も積極的に進めていきます。お客さまや社会
からの信頼・期待は、従業員一人ひとりが自らの能力を十分に発揮
でき安全に業務にまい進できる環境があるからこそ醸成されます。

こうした認識をもとに、当社は経営基盤強化の一環として、「働き方
改革」「健康経営」「ダイバーシティ」に関わる施策を推進し、多様な
人財が多様な価値観と柔軟な働き方をもって活躍し、成果を挙げる
ことができる環境づくりに取り組んでいます。なかでもICTサービス
業界の大きな課題とされている働き方改革については、業務プロセ
ス改革や社内システムの改善による業務効率向上や業務自動化、在
宅勤務の推進、サテライトオフィス勤務制度の導入、朝型勤務の促進
などによる生産性向上を図っており、年休・リフレッシュ休暇取得向
上策などとの相乗効果で長時間労働は着実に低減傾向にあります。
COVID-19の影響で在宅勤務が続く中で、今後は職務内容を明確
に定めて達成度合いを評価する「ジョブ型」の人事管理制度などの
必要性が高まります。勤務体系や人事制度についても、日立グルー
プと足並みを揃えて加速させ、場所や時間を超えた柔軟な働き方を
さらに推進していきます。
また、社会課題を自分事として捉え解決策を考えるマインドセット
と方法論を持った次世代リーダーの育成を目的に「社会課題解決
ワークショップ」がスタートしました。自ら聞いたり見たり五感を使っ
て得た経験をもとに創りたい未来を描くことで、「自分―仕事―社
会」のつながりを捉えなおし、社会起点で「社会課題解決に貢献で
きる人財」を育てます。
今後も、こうした施策を強化しながら、10年、20年先を見据えて

「社会価値を創造できる人財」「社会課題解決に貢献できる人財」
を育成し、ステークホルダーの皆さまとともに新たな社会イノベー
ションを生み出してまいります。そうした取り組みが日立グループの
成長のみならず、国連が定めたSDGsの達成にも大きく貢献するも
のと確信しています。

グローバルサービスカンパニーとして、
持続可能な社会の実現に貢献する
当社は「お客さまからすべてを任せていただけるグローバルサービ

スカンパニーになる」ことを経営ビジョンとして掲げています。そして、
「すべてを任せていただける」信頼感と期待感を社会からいかに増や
していくかが経営者として成すべき仕事であると認識しています。
そのコアとなるのは、日立グループがこれまで培ってきた、「基本と
正道」「損得より善悪」という考え方です。社会イノベーション事業や
サービス事業を拡大していくことは、当社グループが今後、より多くの
ステークホルダーと価値協創することを意味しており、人や社会、地球
環境に及ぼす影響も拡大していきます。こうした中、お客さまや社会
から信頼される企業グループであり続けるために、従業員一人ひとり
が企業倫理感を持ち、“Safety（安全）＞＞Quality（品質）＞
Delivery Time（納期）＞Cost（費用）”の優先順位で意思決定・判
断し、企業倫理と法令順守に根差した事業活動に努めてまいります。
また、皆さまの期待を超えた新たな価値を創造していくために、
当社の企業理念である「情報技術・製品・サービスの開発と提供を
通じ、真に豊かな社会の実現に貢献する」「人の持つ無限の可能性
と人間性を尊重し、お客さまに一番近い存在として、満足と感動を
もたらす」ことを、今後もより積極的に意識し、行動してまいります。
デジタルテクノロジーの進展の中で、真に豊かな社会とは何か、お客
さまが感動するサービスとは何かを追求し、多様な発想と日立シス
テムズWayに沿った「主体的な行動」を根幹に、グローバルサービ
スカンパニーとして持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

お客さまと社会からの
期待と要請に応えるべく
「サステナビリティ経営」を
推進してまいります。
株式会社日立システムズ
代表取締役 取締役社長
柴原 節男

価値創造とSDGsへの貢献トップメッセージ

日立システムズは、データセンター、運用・監視センター、コンタクトセンター、サービス拠点
のサービスインフラをベースに、システムのコンサルティングから設計・構築、導入・設置、運
用、保守・拡張まで、ITライフサイクルのすべてをカバーする“真のワンストップサービス”の
提供を通じて、幅広い業種のお客さまのご要望にお応えしています。
近年では、AIやIoTをはじめとする新たなテクノロジーを駆使したサービスを提供するなど、
お客さまのデジタライゼーションに貢献。お客さまに一番近い存在として経営課題や社会課
題と向き合い、お客さまとお客さまに関わる多くのステークホルダーの持続的な成長に貢
献する“新たな価値の創造”に努めています。
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事業を通じた社会への貢献

企業理念に「真に豊かな社会の実現に貢献する」を掲げる当社では、日立のSDGsへの方針を
踏まえながら、大きく2つの方向性で達成に向けた取り組みを実施しています。ひとつは、
ITをコアとした多彩なビジネス／ソリューションによる「事業活動を通じたSDGsへの貢献」、
そして従業員一人ひとりの地道な活動をベースとした「企業活動全体を通じたSDGsへの
貢献」です。これにより当社は、お客さまの価値と人々のQoLを向上し、持続可能な社会を
協創していきます。

日立システムズ

世界の潮流

●デジタル化の加速
●パラダイムシフト
モノ→コト
所有→シェア
クローズド→オープン
個別最適→全体最適

社会課題

●エネルギー
●環境問題
●急速な都市化
●高齢化
●セキュリティ など
※SDGs,Society5.0

経済価値

お客さまの価値と
人々のQoLを向上し、
持続可能な社会を
実現する

●顧客の経済価値
●当社の経済価値

環境価値

環境ビジョン2050

社会価値

●社会
健康な生活
安全・安心な社会
快適で効率的な社会

●自社
ブランド価値向上
エンゲージメント向上
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